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ざっくり理解する年金財政・企業会計シリーズ（第 3 回） 

～ 確定給付企業年金（ＤＢ）と確定拠出年金（ＤＣ）のちがい ～ 

 
本年金通信では、確定給付企業年金（以下、DB）を担当している方や新たに担当する方に財政運

営や周辺の会計知識について、全体像をざっくりと理解してもらうことを目的としています。 

別途発信している「企業年金の財政運営の基礎知識」では詳細な説明がありますが、本年金通信

はその導入となる読み物の位置付けですので、ぜひ事前にご一読ください。 

 

第 3 回となる今回は、確定給付企業年金(以下、ＤＢ)と確定拠出年金（以下、ＤＣ）の“ちがい”につ

いて取り上げます。近年、ＤＢからＤＣへと制度を移行する団体が増加傾向にあります。そこで、改め

てＤＢとＤＣのそれぞれの特徴について全体像をざっくり理解していただき、今後の企業年金制度運

営の参考にしていただくため本テーマを取り上げます。 

 

本シリーズが、企業年金の理解の一助になれば幸いです 

 

 

■「企業年金の財政運営の基礎知識」のリニューアルについて 

https://nenkintsushin.dai-ichi-life.co.jp/download.php?c=1743 

こちらに年金トピックに収録テーマとリンクを掲載しております。 

 

https://nenkintsushin.dai-ichi-life.co.jp/download.php?c=1837 

こちらに「ざっくり理解する年金財政・企業会計シリーズ（第１回）」を掲載しております。 

 

https://nenkintsushin.dai-ichi-life.co.jp/download.php?c=1858 

こちらに「ざっくり理解する年金財政・企業会計シリーズ（第 2 回）」を掲載しております。 
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ざっくり理解する年金財政・企業会計シリーズ（第 3 回） 

～ 確定給付企業年金(ＤＢ)と確定拠出企業年金(ＤＣ)のちがい～ 

 

１．企業年金制度とは 

本題に入る前に、「企業年金とは何か」、「退職一時金との“ちがい”」について説明します。 

企業年金とは、従業員の高齢期の所得を確保するために企業が実施する制度です。そして、退職

一時金との最も大きな相違点は給付額の受け取り方法です。退職一時金では、一時金として退職時

に“一括”で支払われます。一方で企業年金では、年金として退職後 “分割”で支払われます1。 

上記以外の大きな違いとして、給付財源の確保の方法があります。退職一時金では、退職時に手

元資金から確保します。一方で企業年金では、将来の給付に備えて掛金として事前に拠出し、積み

立てることで給付財源を確保します。ここで、拠出した掛金は運用されるため、企業のトータルのキャ

ッシュアウトを減らすことが期待できます。なお、拠出した掛金は外部機関に預けられ、万が一企業が

倒産してしまった場合でも給付財源が保護されており“給付の安全性”が確保されています。 

 

以上のように、企業年金制度は企業と従業員の双方にメリットのある制度であり、これこそ企業が企

業年金を実施する意義と言えます。 

 

２．ＤＢとＤＣの“ちがい”について  

代表的な企業年金として、ＤＢとＤＣ2があります。これらの制度の内容を理解するには、それぞれの

制度内容の“ちがい”を理解することが重要です。以下では、ＤＢとＤＣの①運用主体、②運用リスクの

帰属先、③拠出限度額の有無に焦点を当て、比較しながら説明します。 

 
1 年金で受け取るためには、加入期間等の要件があるのが一般的です。また、希望すれば一時金で選択
することも可能です。 
2 本稿においてＤＣは企業型ＤＣを指すものとします。 
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① 運用主体 

拠出された掛金は運用され、将来の給付財源となりますが、ＤＢとＤＣで運用主体が異なります。具

体的には、ＤＢでは「企業」が、ＤＣでは「従業員」が運用を行います。 

② 運用リスクの帰属先 

運用リスクは運用主体が負うのが原則です。実際に、ＤＢの運用リスクは企業に帰属し、ＤＣの運用

リスクは従業員に帰属します。そのため、もし運用で損失が生じた場合、ＤＢでは損失を補填するため

に企業が追加掛金を拠出する形で運用リスクを負い、ＤＣでは給付の減少という形で従業員が運用リ

スクを負うことになります。一見するとＤＣの方が従業員のデメリットが大きいように見えますが、運用で

利益が生じた場合には、ＤＢでは給付が変わりませんが3、ＤＣでは給付が増加するため、ただリスクを

負うだけでは無く、相応にリターンを得られる点も併せて理解することが重要です。 

 

③ 拠出限度額の有無 

ＤＢでは掛金拠出額に限度はありませんが、ＤＣでは掛金の拠出限度額があり、その範囲内で掛金

を拠出する必要があります。具体的には、1 人当たり月額 55,000 円（ＤＢと併せてＤＣを実施している

場合は 27,500 円4）とされています。掛金拠出限度額の有無は制度設計上、想定している給付水準

を設計できるか否かといった点において重要です。 

【表】ＤＢとＤＣの“ちがい” 

 ＤＢ ＤＣ 

運用主体 企業 従業員 

運用リスクの帰属先 企業 従業員 

掛金の上限の有無 上限なし 上限あり 

【参考】企業会計上の取扱5 負債計上が必要 負債計上が不要 

 
3 ＤＢで利益が出た場合は、原則として給付には反映されず年金資産として積み立てられます。ただし、給
付の設計次第では運用の実績を給付に反映することも可能です（例：リスク分担型ＤＢや実績連動ＣＢ等）。 
4 ２０２４年１２月以降は、法改正により、DC に併せてＤＢを実施している場合の拠出限度額はＤＢの掛金

水準（他制度掛金相当額）に応じて変動するようになります。具体的には、ＤＣの拠出限度額＝55,000 円

－他制度掛金相当額 となります。詳細は「企業年金の財政運営の基礎知識」テーマ 18 をご参照ください。 
5 「ざっくり理解する年金財政・企業会計シリーズ（第 2 回）」を参照ください。 
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３．ＤＢとＤＣのどちらを選択すべきか 

 ＤＢとＤＣのどちらを選択すべきかについて明確な判断基準はなく、またどちらかが優れているという

ものでもありません。選択にあたっては、前述のＤＢとＤＣの仕組み上の“ちがい”を理解するとともに、

企業が従業員に対して果たすべき義務の“ちがい”を理解し、企業がその義務を全うできるかを十分

に検討し労使協議を重ねたうえで選択することが重要です。以下では、この点を説明します。 

① ＤＢを実施する場合の企業の義務  

ＤＢでは、企業が運用リスクを負うため、給付支払を全うするためには企業がＤＢの財政運営6を安

定的に行い、給付財源を確保する義務を負います。例えば、運用により損失を被り不足が生じた場合

には、掛金を追加拠出することで給付財源を確保するとともに、財政状況を定期的に従業員に周知

する義務を負います。 

②  ＤＣを実施する場合の企業の義務 

ＤＣでは、従業員が運用リスクを負うため、運用で損失を被った場合には従業員が将来受け取る給

付が減少することになります。そのため、企業は従業員に対して、運用に関する十分な理解を与える

ために投資教育を行う義務を負います。 

  

③ 上記を踏まえた留意点 

ＤＢと比較すると、ＤＣでは企業が運用リスクを負わず、また退職給付に係る負債計上を行わないた

め、一見すると企業にとってメリットが多いように映ります。しかしながら、ＤＢでは企業が運用を一括で

引き受けるのに対し、ＤＣでは従業員一人一人が運用を行う点に注意が必要です。 

ＤＣでは、ＤＢのように様々な運用機関と協力し、情報提供を受けながら運用を行うわけではないた

め、従業員の運用の知識と意識には自ずとバラつきが出てしまいます。その結果、運用結果にもバラ

つきが出てしまう懸念があります。通常、ＤＣに拠出される掛金は一定の利回りで運用がされる前提

（想定利回り）で設定されていますが、想定利回りを下回る運用を続けた場合には、企業が当初想定

した給付額を下回ることになり、必要な給付に不足する懸念があります。そのため、従業員が十分な

理解のもと運用が行えるよう、従業員に対し、ＤＣへの加入時はもとより加入後も継続的に必要かつ適

切な投資教育を提供する責任を企業が負っていることを十分認識する必要があります。 

 
6 「ざっくり理解する年金財政・企業会計シリーズ（第 1 回）」を参照ください。 


